
令和６年度介護報酬改定に伴い届出が必要な加算一覧

サービス種別 加算名 添付書類

業務継続計画未実施減算 なし

高齢者虐待防止措置未実
施減算

なし

身体拘束廃止未実施減算 なし

特定事業所加算
(Ⅰ)～(Ⅲ)

・（別紙36）特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)・特定事業所医療介護連携加算・ターミナルケ
アマネジメント加算に係る届出書（居宅介護支援事業所）
・勤務形態一覧表
・会議の開催の事実が分かる書類（過去の会議の記録の写し等）
・定期的な開催が分かる書類（会議の開催について定めた書面等）
・重要事項説明書（マニュアル等の２４時間常時連絡体制が整備されていることが分か
る書類）
・事業所全体の研修計画等(介護支援専門員ごとの個別具体的な研修の目標、内容、研修
期間、実施時期等が分かるもの)
・地域包括支援センターが支援困難ケースと判断した該当事例の資料等（届出時点で対
応実績がない場合は不要）
・事例検討会等の名称・開催日時・主催者・出席者・内容等の記録（届出時点で対応実
績がない場合不要）
・研修の実施主体との間で実習等の受入に同意していることが確認できる書類

特定事業所加算(Ａ)

・（別紙36-2）特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)・特定事業所医療介護連携加算・ターミナル
ケアマネジメント加算に係る届出書（居宅介護支援事業所）
・勤務形態一覧表
・会議の開催の事実が分かる書類（過去の会議の記録の写し等）
・定期的な開催が分かる書類（会議の開催について定めた書面等）
・重要事項説明書（マニュアル等の２４時間常時連絡体制が整備されていることが分か
る書類）
・事業所全体の研修計画等(介護支援専門員ごとの個別具体的な研修の目標、内容、研修
期間、実施時期等が分かるもの)
・地域包括支援センターが支援困難ケースと判断した該当事例の資料等（届出時点で対
応実績がない場合は不要）
・事例検討会等の名称・開催日時・主催者・出席者・内容等の記録（届出時点で対応実
績がない場合不要）
・研修の実施主体との間で実習等の受入に同意していることが確認できる書類

特定事業所医療介護連携
加算

（別紙36-2）特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)・特定事業所医療介護連携加算・ターミナルケ
アマネジメント加算に係る届出書（居宅介護支援事業所）

ケアプランデータ連携シ
ステムの活用及び事務職
員の配置の体制

なし

総合マネジメント体制強
化加算

（別紙42）総合マネジメント体制強化加算に係る届出書

認知症加算 （別紙44）認知症加算（Ⅰ）・（Ⅱ）に係る届出書

生産性向上推進体制加算 （別紙28）生産性向上推進体制加算に係る届出書

医療連携体制加算Ⅰ
（イ）（ロ）（ハ）

（別紙48）連携体制加算（Ⅰ）に係る届出書

医療連携体制加算Ⅱ （別紙48－2）医療連携体制加算（Ⅱ）に係る届出書

高齢者施設等感染対策向
上加算

（別紙35）高齢者施設等感染対策向上加算に係る届出書

生産性向上推進体制加算 （別紙28）生産性向上推進体制加算に係る届出書

認知症チームケア推進加
算

なし

夜間支援体制加算
（別紙46）夜間支援体制加算に係る届出書
勤務形態一覧表

認知症加算
・（別紙23）認知症加算に係る届出書
・（別紙23ー2）利用者の割合に関する計算書

入浴介助加算
・浴室の平面図等
・入浴介助加算（Ⅰ）の要件である研修を実施または、実施することが分かる資料等

ADL維持等加算 なし

認知症対応型通所介護 ADL維持等加算 なし

訪問型サービス 同一建物減算 （別紙10）訪問介護、訪問型サービスにおける同一建物減算に係る計算書

地域密着型通所介護

共通サービス

居宅介護支援

小規模多機能型居宅介
護

認知症対応型共同生活
介護

減算とならない事業所においても届

出の提出が必要となります。


